
 

令和５年度 第３回  

合法伐採木材等の流通及び利用に係る専門委員会 

 

１ 日 時 

 

２０２４（令和６）年２月２０日（火） １０：００～１２：３０ 

 

２ 場 所 

 

TKP赤坂カンファレンスセンター カンファレンスルーム 13F 

 東京都港区赤坂 5-2-20 赤坂パークビル 13階 

 

３ 次 第 

（１）開会 

（２）林野庁挨拶 

（３）議 事 

① 国産材原木の合法性確認の手引きの作成について 

② 複雑な合法性確認に関する分析について 

③ 改正法による合法伐採木材の流通及び利用の促進に資する取組について 

（４）主催者挨拶 

（５）閉会 



 

令和５年度 第３回 

合法伐採木材等の流通及び利用に係る専門委員会 

資 料 一 覧 

 

 

 

資料番号 資 料 名 

資料１－１ 国産材原木の合法性確認のための手引きの作成について 

資料１－２ 国産材原木の合法性確認のためのチェックリストとフローチャ

ート 

資料１－３ チェックリストに関するヒアリング結果概要 

資料１－４ クリーンウッド法における国産材原木の合法性確認（デュー・

デリジェンス）手引き（案） 

資料２ 複雑な合法性確認に関する分析について 

資料３ 改正法による合法伐採木材の流通及び利用の促進に資する取組

について 

参考資料１ 第３回専門委員会出席者名簿 

参考資料２ 令和５年度第２回合法伐採木材等の流通及び利用に係る専門委

員会 議事概要 

参考資料３ 改正クリーンウッド法の説明会 Q&A 

参考資料４ 「クリーンウッド」実施支援事業 

  

  

 



- 1 - 

2024年 2月 20日 

専門委員会（第 3回）配布資料 

複雑な合法性確認に関する分析について 

 

【概要】 

 木材の流通経路が特殊であるなど、合法性の確認が困難な事例や場合について、第

１回委員会での議論を踏まえて、事務局にて合法性確認を複雑にする要因を整理し、

対応すべき点について検討を行った。 

 

【検討内容】 

◎複雑な合法性確認となる場合 

  ・流通経路が長い：特に中間国で加工された木材等を譲受ける場合 

  ・伐採から譲受けまでの時間が長い：長期間保存された木材等を譲受ける場合 

  ・複数の原材料が組み合わさった木材等の場合：部材ごとに異なる確認を行う必要 

 

原材料情報が揃わない状況が起こりやすい 

 

追加的措置の具体的内容の検討 

 

 

 ＜追加的措置の具体的な内容案＞ 

○ 取引事業者に関する情報収集 

・過去の問題の有無等について、政府機関や地方自治体に確認。 

・事業者の評判等について、同業他社、専門家、研究機関、市民団体等に確認。 

・コンプライアンスに関する内部規程の有無等を確認。 

 

○ 取引事業者とその調達先の関係に関する情報収集 

・取引事業者とその調達先の契約内容に関する（合法的に伐採された木材の供給

に関する取り決めなど）情報を取引事業者に確認。 

・調達先の選定方法や条件を取引事業者に確認。 
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○ 取引事業者より川上の木材流通に関する情報収集 

・伐採者から取引事業者に至るまでのサプライチェーンの把握に関する情報（関

係する事業者の数、最初の積み出し港、伐採時期等など）を取引事業者に確認。 

 

○ 原材料となる木材に関する情報について情報収集 

・樹種について、限定できる範囲を取引事業者に確認。 

・伐採地域について、限定できる範囲を取引事業者に確認。 

・目視、組織観察、DNA分析、安定同位体分析などにより自ら樹種等を確認。 
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2024年 2月 20日 

専門委員会（第 3回）配布資料 

 

改正法による合法伐採木材の流通及び利用の促進に資する取組につ

いて 

 

【趣旨】 

 国内市場で最初に木材の譲受け等をする木材関連事業者の取り扱う全ての木

材が合法性確認木材となることを目標として、まずは令和７年４月１日の改正

法の円滑な施行に向けて、改正内容について周知等を図ってきた。 

次年度以降も、引き続きの周知等、この目標の達成のために必要な取組を進め

て行く中、特に、改正法が施行となる令和７年度以降の合法伐採木材の流通及び

利用の促進に資する取組について議論いただきたい。 

また、次年度の取組に当たっては、その内容から当委員会で議論いただきたい

ものもあり、併せて、次年度の当委員会での議題についても議論いただきたい。 

 

 

【①改正法に関するこれまでの取組と今後の予定】 

○令和５年度までの周知実績 

 ✔クリーンウッド・ナビへの改正内容の掲載 

✔説明会等 46箇所において改正内容の説明 

✔情報誌７誌（林野庁情報誌や「山林」等）への投稿 

※予算事業については現行法に基づいた内容を実施 

 

○令和６年度に実施予定の事業（詳細は別紙） 

 ✔木材関連事業者等が行う研修等への支援 

 ・合法性確認の実施や体制整備等に取り組む事業者に対する研修等の実施

を支援 

✔合法性確認実施指導者養成 

 ・業界団体の職員や行政関係者等への実践的な研修 

✔改正法の周知 

 ・事業者や消費者向けのパンフレットの作成 

・改正内容や運用について業界団体や行政関係者等への説明 

✔国別・地域別の違法伐採関連情報の調査 

 ・３か所程度の国・地域の調査を実施予定 

 

資料３ 
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✔クリーンウッド・ナビの更新 

・改正法の詳細な情報を掲載した新たなページの作成 

・国別情報（インドネシア、中国、タイ）を更新 

  ✔流通木材の合法性確認システムの開発 

   ・施行に間に合うように令和６年度中に開発予定 

 

 

◎令和７年度以降での実施を検討しているもの 

✔事業者による合法性確認の取組に対する支援や合法性確認システムの普

及等 

✔３年後見直しを見据えた改正法の理解度、対応状況、意見等の課題に関す

る調査 

✔特に消費者への合法伐採木材等を利用する意義等の普及啓発 

✔国別・地域別の違法伐採関連情報の調査 

✔クリーンウッド・ナビの更新 

 

 

【②次年度の当委員会での議題案】 

✔生産国における情報調査 

 ⇒クリーンウッド・ナビに掲載する生産国情報の調査について、対象国の

妥当性や調査項目・内容の議論 

✔合法性確認実施指導者養成について 

⇒本研修で使用する資料等の内容が効果的であるかの議論 

  ✔事業者や消費者向けのパンフレットの作成について 

 ⇒本パンフレットの構成案や活用方法の議論 

✔合法伐採木材の流通及び利用の促進に関する情報等の共有のあり方につ

いて 

⇒中央業界団体間、地方団体間、またそれぞれタテ関係での情報共有のあ

り方の議論 



 

令和５年度合法伐採木材等の流通及び利用に係る専門委員会 

第３回専門委員会出席者名簿 

2024年 2月 

（敬称略、順不同） 

（氏名） （所属・役職） 

＜委員＞ 

立花 敏 筑波大学生命環境系 准教授 

藤掛 一郎 宮崎大学農学部森林緑地環境科 教授 

岩永 青史 名古屋大学大学院生命農学研究科 准教授 （※） 

山ノ下麻木乃 地球環境戦略研究機関 ジョイント・プログラムディレクター 

相馬 真紀子 WWFジャパン 森林グループ長 

池田 直弥 日本林業経営者協会 専務理事 

岡田 清隆  日本木材輸入協会 専務理事 

原田 隆行  日本製紙連合会 常務理事 （※） 

森田 一行  日本特用林産振興会 専務理事（木材流通専門家） 

（※：オンライン出席） 

 

＜説明者＞ 

難波 良多  林野庁林政部木材利用課長 

有山 隆史  林野庁林政部木材利用課監査官 

齋藤 綾 林野庁林政部木材利用課課長補佐 

長谷川 渉 林野庁林政部木材利用課企画調整係長 

菊地 暁 林野庁林政部木材利用課合法伐採木材利用企画係長 

 

＜事務局等＞ 

安永 正治 全国木材組合連合会 常務理事 

加藤 正彦     〃     企画部長 

下堂 健次     〃     企画部参与 

鮫島 弘光  地球環境戦略研究機関 主任研究員 
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＜対策のポイント＞
クリーンウッド法に基づき、合法伐採木材等の流通及び利用を促進し、事業者が取り扱う合法性確認木材の割合を向上させるため、合法性確認の取組に対
する支援や、人材の養成、第三者の専門委員会設置による実効性確保のほか、違法伐採関連リスクの情報提供を実施します。

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．合法性確認の能力強化等

①事業者による合法性確認の取組に対する支援、普及啓発

• 合法性確認の実施、木材関連事業者としての体制整備等に取り組む木材関連

事業者、素材生産販売事業者に対する研修等の実施を支援します。

• 合法伐採木材等の流通促進に関する業界団体等の関係者との意見交換会の

開催、消費者への普及啓発を支援します。

②合法性確認実施指導者養成、制度の周知（新規）
• 事業者の合法性確認を指導・支援する人材の養成及びデジタル化の促進等に

向け、業界団体等に対するワークショップ等を開催します。

• 改正法の施行に向け改正法の制度の内容や運用に関するパンフレット等の作成

や説明会等を行います。

２．専門委員会の設置・運営

○ 合法伐採木材等の流通促進に関する専門委員会を設置し、第三者的な立場

から政府へ助言を行い、合法性確認の実効性の向上を図ります。

３．違法伐採関連情報等の提供

○ 情報提供サイト「クリーンウッド・ナビ」を通じて、リスク情報等に着目した国別・地

域別の違法伐採関連情報の提供及び国別情報の更新を行います。

定額

補助

委託

（１①の事業）

（１②、２、３の事業）

国

民間団体等

＜事業の流れ＞
民間団体等

［お問い合わせ先］林野庁木材利用課（03-6744-2496）

・登録事業者等CW法関
係情報を提供
・各国の制度や違法伐採
関連情報を調査・更新

情報提供サイト
「クリーンウッド・ナビ」

•木材関連事業者に対する 
研修を実施

• ワークショップ等の開催
•普及啓発を実施

第三者的な視点から合法
性確認に係る政府への助
言を実施

合法性確認の能力強化等【補助・委託】

専門委員会の設置・運営【委託】

違法伐採関連情報等の提供【委託】

○国の責務【第４条】
•必要な資金の確保
•国内外における木材の生産・流通の実態、
木材流通に関する法令についての情報の
収集・提供

•登録制度の周知
•登録木材関連事業者による優良な取組の
公表、教育活動・広報活動等を通じた事
業者・国民の理解の深化

○事業者の責務【第５条】
•合法伐採木材等を利用するよう努めなけれ
ばならない。

〇指導及び助言【第７条】
•主務大臣は、木材関連事業者に対し、合
法伐採木材等の利用を確保するための措
置について、必要な指導及び助言を行う。

合法伐採木材等の流通及び利用の
促進に関する法律(CW法)(平成29年5月施行)

〇主な改正内容
・川上・水際の木材関連事業者による原材料
情報の収集、合法性の確認、記録の作成・
保存、情報伝達の義務【第６~8条】
・素材生産販売事業者による情報提供の応
諾義務【第９条】
・一定規模以上の川上・水際の木材関連事
業者への定期報告の義務【第12条】

CW法の一部を改正する法律
（令和5年5月公布）

国別情報

【令和６年度予算概算決定額 52,848千円】

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策のうち木材需要の創出・輸出力強化対策のうち

 「クリーンウッド」実施支援事業（拡充）
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